
 

 
平成26年3月14日 

各      位 
会 社 名  株式会社アイレックス 
代表者名  代表取締役社長 畑  徹 

（JASDAQ・コード6944） 
問合せ先  
常務取締役 管理本部長 榎 恒久 
電話03-3245-2011 

 

（訂正）「平成22年3月期 第1四半期決算短信」の一部訂正について 

 

当社は、平成21年7月30日付けにて発表した表記開示資料について訂正がありましたのでお知らせします。 

 
記 

 

１．訂正の理由及び経緯 
当社は、平成25 年 4 月 1 日付「適切な会計処理が行われていなかった可能性についてのお知らせ」に記載しま

した通り、適正な会計処理が行われていなかった可能性を受け、第三者委員会を設置し、同年 6 月 10 日付「第三

者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」で公表しました通り、第三者委員会からの調査報告書を踏まえて、

同日付で有価証券報告書及び四半期報告書の訂正報告書を関東財務局に提出しました。 

今回、前述の過年度の当該訂正報告書等について、平成25年10月から、証券取引等監視委員会による検査を受

けていた中で、過年度の仕掛品勘定、ソフトウェア仮勘定の資産性等について疑義を呈され、平成 25 年 11 月 15

日付「不適切な会計処理が行われていた可能性についてのお知らせ」で公表しました通り、社内確認により、過年

度の仕掛品の一部に資産性のないものが計上されていたことが発覚したことから、過年度の不適切な会計処理を徹

底調査するため、第三者委員会を改めて設置し、平成21年1月から平成25年9月までの期間を対象期間とし、子

会社3社も含めた全取引について調査を実施いたしました。 

今回の第三者委員会による調査の結果、平成26 年 3 月 7 日付「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知ら

せ」で公表しましたとおり、①締め後売上、②工事進行基準売上、③ソフトウェア仮勘定及び④仕掛品の会計処理

について不適切な会計処理があったことが判明いたしました。 

 平成25年4月から6月に実施した、前回の調査は、不適切な会計処理を行った担当者へのヒアリングを行い、 

当該不適切な会計処理の調査対象期間の特定を行いましたが、今回、過年度に前述の不適切な会計処理があったこ 

とが判明しており、調査対象期間と調査対象範囲が十分でなかったことが明らかとなりました。当時の調査が不十 

分で、これまでの認識不足を反省しますとともに、株主、投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大な 

るご心配とご迷惑をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

 
２．訂正の内容 
訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には、  を付して表示し 

ております。 
 

 
 

 



  

  

(百万円未満切捨て) 

(％表示は対前年同四半期増減率) 
  

  

  

  

  

  

(注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

(注) 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(訂正後) 平成22年３月期 第１四半期決算短信
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四半期報告書提出予定日 平成21年８月14日
 

1. 平成22年３月期第１四半期の連結業績（平成21年４月１日～平成21年６月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年３月期第１四半期 1,109 △51.2 △105 ─ △106 ─ 4 ─

21年３月期第１四半期 2,276 ─ △46 ─ △67 ─ △95 ─
 

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

22年３月期第１四半期 0.16 0.08
21年３月期第１四半期 △3.23 ─

 

 (2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年３月期第１四半期 2,242 358 11.9 △45.31

21年３月期 2,392 319 9.5 △46.70
 

(参考) 自己資本 22年３月期第１四半期 267百万円 21年３月期 226百万円
 

2. 配当の状況

１株当たり配当金

(基準日) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年３月期 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

22年３月期 0.00 ─ ─ ─

22年３月期(予想) ─ 0.00 0.00 0.00 0.00
 

3. 平成22年３月期の連結業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 2,675 △32.5 △115 ─ △110 ─ △90 ─ △3.06

通 期 6,000 △18.6 220 △38.5 200 △36.8 177 △83.4 6.02
 



  

  

  
(4) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

 ② 期末自己株式数 

 ③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 

  

  業績予想には、本決算短信発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ますので、今後の経済情勢・市場の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績は予想数値と
大幅に異なる可能性があります。 

  
  
  
  

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

  [(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無
 

22年３月期第１四半期 29,417,400株 21年３月期 29,417,400株
 

22年３月期第１四半期 4,882株 21年３月期 4,882株
 

22年３月期第１四半期 29,412,518株 21年３月期第１四半期 29,414,006株
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項



当第1四半期連結会計期間における我が国の経済は、昨年のアメリカ・欧州における金融危機の深刻化
や株式・為替市場の大幅な変動などの影響により、非常に厳しい状況からのスタートとなりましたが、平
成20年度第二次補正予算等の効果が次第に現れ始め、公共投資が前年度比で増加に転じるなど、輸出・生
産ともに次第に持ち直しの動きが見え始めるようになりました。しかしながら、企業収益は依然として極
めて大幅に減少している状態が継続しており、そのため設備投資や雇用情勢は引き続きたいへん厳しい状
態が続いております。また、海外におきましても、中国や一部のアジア諸国では持ち直しの動きがみられ
るものの、欧米においては引き続き景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により景気後
退が長期化するリスクが高まってきております。 
情報サービス産業におきましても、昨年後半からの世界的な景気悪化の影響を受け、顧客であるユーザ

ーの業績が依然として厳しい状況にあることから、ソフトウエア関連投資の回復はすぐには見込めない状
況であります。そのため、情報サービス産業各社は調達先や成長分野の絞込み、内製化やソフト開発委託
の海外へのシフト強化などを通じてコストの削減と体質の強化を行うことにより業績の回復を図っており
ますが、厳しい状況はしばらく続くものと予想されます。 
このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業拡大

を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めております。 
  

①セグメント別売上高及び営業利益 

当第1四半期連結会計期間における当社グループのシステム事業は、主要な市場不振の影響を受けて、
既存プロジェクトの中断や新規プロジェクト立ち上げの延期などにより受注が減少しております。この状
況を改善するため、当社グループは全社をあげて既存顧客への一層の営業活動と新規の顧客開拓により受
注の確保と稼働率の改善に取り組んでおりますが、結果が出てくるのは第２四半期以降になると予想され
ます。 
 その結果、当第1四半期連結会計期間における売上高は、前年同四半期と比べ1,166,426千円（△

51.2％）減少し1,109,678千円となりました。また、営業損失は前年同四半期と比べ54,480千円増加し
105,217千円（前年同期は46,260千円）となりました。 
なお、プリント配線板事業は、前第2四半期連結会計期間中に株式会社キョウデンファインテックへ会

社分割により譲渡しており、同事業の当第1四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントはござ
いません。 

  

②経常利益 

営業外損益では、受取利息、受取賃貸料などの営業外収益が3,872千円ありましたが、支払利息などの
営業外費用が5,494千円あり、その結果、当第1四半期連結会計期間の経常損失は前年同四半期と比べ
39,473千円増加し106,840千円（前年同期は67,366千円）となりました。 

  

③四半期純利益 

特別利益は、当第1四半期連結会計期間においては賞与引当金戻入額等が115,512千円あり、また特別損
失は持分変動差額により39千円となりました。 
 以上の結果、当第1四半期連結会計期間の四半期純利益は、前年同四半期と比べ99,842千円増加し4,797
千円（前年同期は△95,044千円）となりました。 

  

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報



  

（資産） 

流動資産は、棚卸資産や短期貸付金等が増加いたしましたが、売上高の減少により受取手形及び売掛金
が減少し、前連結会計年度末より199,375千円減少し1,826,400千円となりました。 
 固定資産では、保有株式の時価が上昇したことにより投資有価証券が増加し、前連結会計年度末より
49,190千円増加し416,010千円となりました。 
 その結果、資産合計は前連結会計年度末より150,185千円減少し2,242,411千円となりました。 
  

（負債） 

流動負債は、主に短期借入金の返済、賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末より140,483千円
減少し973,733千円となりました。 
 固定負債は、長期借入金の返済や、長期未払金の支払い等により49,311千円減少し909,792千円となり
ました。 
 その結果、負債合計は前連結会計年度末より189,795千円減少し1,883,525千円となりました。 
  

（純資産） 

純資産は、保有株式の時価の上昇によるその他有価証券評価差額の増加35,875千円と、四半期純利益
4,797千円により増加し、当第1四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より39,609千円増加し
358,885千円となりました。 

  

当第1四半期連結会計期間において特別利益の計上はあったものの、当連結会計年度におきましては企
業収益の減少や景気後退が長期化するリスクが高まってきていることから、第2四半期連結会計期間以降
の事業環境に不透明感があるため、平成21年5月15日に発表いたしました第2四半期連結累計期間、及び通
期の業績予想に変更はありません。 

  
  

 該当事項はありません。 
  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第1四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな
いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。
  

② 棚卸資産の評価方法 

当第1四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、前連結会計年度末の棚卸高を基礎として
合理的な方法により算出する方法によっております。 
 また、棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて販売可能価額ま
で簿価切り下げを行う方法によっております。 
  

③ 経過勘定項目の算定方法 

一部の経過勘定項目の算定方法について、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によって
おります。 
  

④  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す
る方法によっております。 
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差
異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績
予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

 該当事項はありません。 

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



5. 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 677,660 666,053

受取手形及び売掛金 811,784 1,227,750

仕掛品 77,994 38,373

短期貸付金 150,200 200

その他 110,207 95,306

貸倒引当金 △1,446 △1,909

流動資産合計 1,826,400 2,025,776

固定資産

有形固定資産 79,755 80,313

無形固定資産 2,505 2,678

投資その他の資産

投資有価証券 248,303 194,679

その他 129,301 132,303

貸倒引当金 △43,854 △43,154

投資その他の資産合計 333,750 283,828

固定資産合計 416,010 366,820

資産合計 2,242,411 2,392,596

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 366,089 332,676

短期借入金 190,500 225,000

未払法人税等 6,452 11,188

賞与引当金 45,149 161,491

製品補償引当金 37,605 37,605

その他の引当金 13,584 15,991

その他 314,351 330,265

流動負債合計 973,733 1,114,217

固定負債

長期借入金 679,000 724,000

退職給付引当金 54,994 49,827

その他の引当金 4,155 3,351

負ののれん 463 566

その他 171,178 181,357

固定負債合計 909,792 959,103

負債合計 1,883,525 2,073,320

 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金 1,510,000 1,510,000

利益剰余金 △2,822,915 △2,827,712

自己株式 △605 △605

株主資本合計 226,479 221,682

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,702 4,826

評価・換算差額等合計 40,702 4,826

少数株主持分 91,703 92,767

純資産合計 358,805 319,276

負債純資産合計 2,242,411 2,392,596

 



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

売上高 2,276,105 1,109,678

売上原価 2,098,590 1,069,184

売上総利益 177,514 40,494

販売費及び一般管理費

販売費 4,499 639

一般管理費 219,275 145,073

販売費及び一般管理費合計 223,775 145,712

営業損失（△） △46,260 △105,218

営業外収益

受取利息及び配当金 4,853 2,464

受取賃貸料 2,870 1,285

その他 2,625 121

営業外収益合計 10,349 3,872

営業外費用

支払利息 29,358 4,596

その他 2,097 897

営業外費用合計 31,455 5,494

経常損失（△） △67,366 △106,840

特別利益

賞与引当金戻入額 － 115,511

貸倒引当金戻入額 346 －

その他 － 1

特別利益合計 346 115,512

特別損失

固定資産除却損 17 －

事業整理損失引当金繰入額 15,509 －

その他 － 39

特別損失合計 15,527 39

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△82,546 8,632

法人税、住民税及び事業税 12,977 4,999

法人税等合計 12,977 4,999

少数株主損失（△） △479 △1,164

四半期純利益又は四半期純損失（△） △95,044 4,797

 



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△82,546 8,632

減価償却費 9,723 871

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 236

賞与引当金の増減額（△は減少） 77,404 △116,341

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,533 5,167

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △125 803

受取利息及び受取配当金 △4,853 △2,464

支払利息 29,358 4,596

有形固定資産除却損 17 －

売上債権の増減額（△は増加） 458,612 415,966

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,318 △39,620

仕入債務の増減額（△は減少） △107,390 33,413

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,735 △3,547

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 15,509 －

その他 △161,989 △57,781

小計 146,186 249,931

利息及び配当金の受取額 4,812 2,464

利息の支払額 △23,373 △4,596

法人税等の支払額 △53,145 △9,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 74,479 238,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,887 －

投資有価証券の取得による支出 △1,755 △661

投資有価証券の売却による収入 1,050 －

貸付けによる支出 △50,000 △150,000

貸付金の回収による収入 1,577 50

その他 △18,448 2,951

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,464 △147,658

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 968,000 △34,500

長期借入金の返済による支出 △1,000,046 △45,000

自己株式の取得による支出 △71 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,117 △79,500

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,102 11,606

現金及び現金同等物の期首残高 595,623 666,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 564,521 677,660

 



前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  
当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注高が大幅に減少したことにより第62期

（平成16年2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額な営業損失を計上し、ま
た、連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動キャッシュ・フローも第63期連結会計年度（平成
16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月決算）から３期連続してマイナスとなっておりました
が、システム事業の積極的な事業拡大により第65期において４期ぶりに黒字に転じることができまし
た。前連結会計年度（第66期）におきましてもプリント配線板事業において①営業体制の見直し②生産
効率の徹底した改善③不採算製品の整理④新技術を駆使した新規顧客拡大⑤最低限度の生産体制のため
の人員の削減見直し等を行い、経営方針の転換を進めてまいりましたが、これらの対策も思うように奏
功せず、当社のプリント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増し、同セグメントにおいて
は当第１四半期連結会計期間も多額の営業損失を計上いたしました。また、システム事業においても今
後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくなっていくことが予想されることから、平成20年
７月１日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により新設会社に承継させた上で、新設会社の
全株式を㈱キョウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日開催の定時株主総会にて決定いたしま
した。 
当該会社分割及び株式譲渡に係る損失、すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したことにより

プリント配線板事業の譲渡価格が確定したことに伴い、同事業で使用している製造設備の減損損失
1,679,218千円と、本分割により新会社に承継するプリント配線板事業に関わる資産及び負債の前連結
会計年度末の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転損失引当金繰入額として
認識し、減損損失と合わせて 2,046,918千円を前連結会計年度において特別損失に計上いたしました。
また、当第１四半期末におけるプリント配線板事業に関わる資産及び負債の簿価による純資産額と譲渡
価額との差額がほぼ確定したことから、15,509千円を事業移転損失引当金繰入額に追加計上いたしまし
た。 
これにより、前連結会計年度末より債務超過となったことから企業継続性についての重要な疑義が発

生いたしておりますが、これに対しましては、当社の親会社であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグ
ループ企業との協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経営資源の集中を図り、当社を取り
巻く事業環境の変化に迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見通しであること。また、②会社
分割の承継資産対象から除外しております横浜工場を売却することにより売却益を計上する計画である
こと。などの諸施策により当連結会計年度末までの債務超過解消に邁進してまいります。 
四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

（単位：千円） 

（注）1. 事業区分の方法 
当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板
の製造・販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステ
ム事業に区分しております。 

2. 事業区分の方法 
(1)プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て 

                加工。 
(2)システム事業……電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合 

             評価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコン 
             サルテーション、インターネット関連等。 

3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は29,642千円であり、当社の管理

部門に係る費用であります。 

4. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、従来、棚卸資産は主

として総平均法による原価法により算定しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によ

り算定しております。 

 これにより、プリント配線板事業の営業損失は81,617千円多く計上されております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占めるシステム事業の割合が、90％超でありますの事業の種類

別セグメントの記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、90％超でありますので、所在地別セグメ

ントの記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、90％超でありますので、所在地別セグメ

ントの記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

(5) セグメント情報

 ①事業の種類別セグメント情報

プリント
配線板事業

システム事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売 上 高

（１）外部顧客に対する売上 618,748 1,657,356 2,276,105 － 2,276,105

（２）セグメント間の内部売上 
   又は振替高

－ － － － －

計 618,748 1,657,356 2,276,105 － 2,276,105

 営業利益又は営業損失（△） △306,255 289,637 △16,618 (29,642) △46,260
 

 ②所在地別セグメント情報

 ③海外売上高



  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

  

(百万円未満切捨て) 

(％表示は対前年同四半期増減率) 
  

  

  

  

  

  

(注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

(注) 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(訂正前) 平成22年３月期 第１四半期決算短信
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1. 平成22年３月期第１四半期の連結業績（平成21年４月１日～平成21年６月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年３月期第１四半期 1,113 △51.1 △107 ─ △108 ─ 2 ─

21年３月期第１四半期 2,276 ─ △46 ─ △67 ─ △95 ─
 

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

22年３月期第１四半期 0.10 0.05
21年３月期第１四半期 △3.23 ─

 

 (2) 連結財政状態
 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年３月期第１四半期 2,248 359 11.9 △45.29

21年３月期 2,395 321 9.6 △46.61
 

(参考) 自己資本 22年３月期第１四半期 267百万円 21年３月期 229百万円
 

2. 配当の状況

１株当たり配当金

(基準日) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年３月期 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

22年３月期 0.00 ─ ─ ─

22年３月期(予想) ─ 0.00 0.00 0.00 0.00
 

3. 平成22年３月期の連結業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 2,675 △32.5 △115 ─ △110 ─ △90 ─ △3.06

通 期 6,000 △18.6 220 △38.5 200 △36.8 177 △83.4 6.02
 



  

  

  
(4) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

 ② 期末自己株式数 

 ③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 

  

  業績予想には、本決算短信発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ますので、今後の経済情勢・市場の変動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績は予想数値と
大幅に異なる可能性があります。 

  
  
  
  

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

  [(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無
 

22年３月期第１四半期 29,417,400株 21年３月期 29,417,400株
 

22年３月期第１四半期 4,882株 21年３月期 4,882株
 

22年３月期第１四半期 29,412,518株 21年３月期第１四半期 29,414,006株
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項



当第1四半期連結会計期間における我が国の経済は、昨年のアメリカ・欧州における金融危機の深刻化
や株式・為替市場の大幅な変動などの影響により、非常に厳しい状況からのスタートとなりましたが、平
成20年度第二次補正予算等の効果が次第に現れ始め、公共投資が前年度比で増加に転じるなど、輸出・生
産ともに次第に持ち直しの動きが見え始めるようになりました。しかしながら、企業収益は依然として極
めて大幅に減少している状態が継続しており、そのため設備投資や雇用情勢は引き続きたいへん厳しい状
態が続いております。また、海外におきましても、中国や一部のアジア諸国では持ち直しの動きがみられ
るものの、欧米においては引き続き景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により景気後
退が長期化するリスクが高まってきております。 
情報サービス産業におきましても、昨年後半からの世界的な景気悪化の影響を受け、顧客であるユーザ

ーの業績が依然として厳しい状況にあることから、ソフトウエア関連投資の回復はすぐには見込めない状
況であります。そのため、情報サービス産業各社は調達先や成長分野の絞込み、内製化やソフト開発委託
の海外へのシフト強化などを通じてコストの削減と体質の強化を行うことにより業績の回復を図っており
ますが、厳しい状況はしばらく続くものと予想されます。 
このような事業環境下で、当社グループは引き続き経営の効率化、及び新規顧客開拓等による事業拡大

を図り、一刻も早い利益体質への改善に日々努めております。 
  

①セグメント別売上高及び営業利益 

当第1四半期連結会計期間における当社グループのシステム事業は、主要な市場不振の影響を受けて、
既存プロジェクトの中断や新規プロジェクト立ち上げの延期などにより受注が減少しております。この状
況を改善するため、当社グループは全社をあげて既存顧客への一層の営業活動と新規の顧客開拓により受
注の確保と稼働率の改善に取り組んでおりますが、結果が出てくるのは第２四半期以降になると予想され
ます。 
 その結果、当第1四半期連結会計期間における売上高は、前年同四半期と比べ1,163,003千円

（51.1％）減少し1,113,101千円となりました。また、営業損失は前年同四半期と比べ60,934千円増加し
107,194千円（前年同期は46,260千円）となりました。 
なお、プリント配線板事業は、前第2四半期連結会計期間中に株式会社キョウデンファインテックへ会

社分割により譲渡しており、同事業の当第1四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントはござ
いません。 

  

②経常利益 

営業外損益では、受取利息、受取賃貸料などの営業外収益が3,872千円ありましたが、支払利息などの
営業外費用が5,494千円あり、その結果、当第1四半期連結会計期間の経常損失は前年同四半期と比べ
41,450千円増加し108,816千円（前年同期は67,366千円）となりました。 

  

③四半期純利益 

特別利益は、当第1四半期連結会計期間においては賞与引当金戻入額等が115,512千円あり、また特別損
失は持分変動差額により39千円となりました。 
 以上の結果、当第1四半期連結会計期間の四半期純利益は、前年同四半期と比べ97,866千円増加し2,821
千円（前年同期は△95,044千円）となりました。 

  

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報



  

（資産） 

流動資産は、棚卸資産や短期貸付金等が増加いたしましたが、売上高の減少により受取手形及び売掛金
が減少し、前連結会計年度末より196,288千円減少し1,832,199千円となりました。 
 固定資産では、保有株式の時価が上昇したことにより投資有価証券が増加し、前連結会計年度末より
49,190千円増加し416,010千円となりました。 
 その結果、資産合計は前連結会計年度末より147,098千円減少し2,248,210千円となりました。 
  

（負債） 

流動負債は、主に短期借入金の返済、賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末より135,420千円
減少し978,796千円となりました。 
 固定負債は、長期借入金の返済や、長期未払金の支払い等により49,311千円減少し909,792千円となり
ました。 
 その結果、負債合計は前連結会計年度末より184,731千円減少し1,888,589千円となりました。 
  

（純資産） 

純資産は、保有株式の時価の上昇によるその他有価証券評価差額の増加35,875千円と、四半期純利益
2,821千円により増加し、当第1四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より37,633千円増加し
359,621千円となりました。 

  

当第1四半期連結会計期間において特別利益の計上はあったものの、当連結会計年度におきましては企
業収益の減少や景気後退が長期化するリスクが高まってきていることから、第2四半期連結会計期間以降
の事業環境に不透明感があるため、平成21年5月15日に発表いたしました第2四半期連結累計期間、及び通
期の業績予想に変更はありません。 

  
  

 該当事項はありません。 
  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第1四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな
いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。
  

② 棚卸資産の評価方法 

当第1四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、前連結会計年度末の棚卸高を基礎として
合理的な方法により算出する方法によっております。 
 また、棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて販売可能価額ま
で簿価切り下げを行う方法によっております。 
  

③ 経過勘定項目の算定方法 

一部の経過勘定項目の算定方法について、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によって
おります。 
  

④  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す
る方法によっております。 
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差
異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績
予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

 該当事項はありません。 

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



5. 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 677,660 666,053

受取手形及び売掛金 817,583 1,229,955

仕掛品 77,994 38,985

その他 260,407 95,402

貸倒引当金 △1,446 △1,909

流動資産合計 1,832,199 2,028,488

固定資産

有形固定資産 79,755 80,313

無形固定資産 2,505 2,678

投資その他の資産

その他 377,605 326,983

貸倒引当金 △43,854 △43,154

投資その他の資産合計 333,750 283,828

固定資産合計 416,010 366,820

資産合計 2,248,210 2,395,308

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 371,116 332,676

短期借入金 190,500 225,000

未払法人税等 6,452 11,188

賞与引当金 45,149 161,491

製品補償引当金 37,605 37,605

その他の引当金 13,584 15,991

その他 314,388 330,265

流動負債合計 978,796 1,114,217

固定負債

長期借入金 679,000 724,000

退職給付引当金 54,994 49,827

その他の引当金 4,155 3,351

その他 171,641 181,924

固定負債合計 909,792 959,103

負債合計 1,888,589 2,073,320

 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,540,000 1,540,000

資本剰余金 1,510,000 1,510,000

利益剰余金 △2,822,179 △2,825,000

自己株式 △605 △605

株主資本合計 227,215 224,394

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40,702 4,826

評価・換算差額等合計 40,702 4,826

少数株主持分 91,703 92,767

純資産合計 359,621 321,988

負債純資産合計 2,248,210 2,395,308

 



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

売上高 2,276,105 1,113,101

売上原価 2,098,590 1,074,583

売上総利益 177,514 38,518

販売費及び一般管理費

販売費 4,499 639

一般管理費 219,275 145,073

販売費及び一般管理費合計 223,775 145,712

営業損失（△） △46,260 △107,194

営業外収益

受取利息及び配当金 4,853 2,464

受取賃貸料 2,870 1,285

その他 2,625 121

営業外収益合計 10,349 3,872

営業外費用

支払利息 29,358 4,596

その他 2,097 897

営業外費用合計 31,455 5,494

経常損失（△） △67,366 △108,816

特別利益

賞与引当金戻入額 － 115,511

貸倒引当金戻入額 346 －

その他 － 1

特別利益合計 346 115,512

特別損失

固定資産除却損 17 －

事業整理損失引当金繰入額 15,509 －

その他 － 39

特別損失合計 15,527 39

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△82,546 6,656

法人税、住民税及び事業税 12,977 4,999

法人税等合計 12,977 4,999

少数株主利益 △479 △1,164

四半期純利益又は四半期純損失（△） △95,044 2,821

 



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △82,546 6,656

減価償却費 9,723 871

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 236

賞与引当金の増減額（△は減少） 77,404 △116,341

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,533 5,167

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △125 803

受取利息及び受取配当金 △4,853 △2,464

支払利息 29,358 4,596

有形固定資産除却損 17 －

売上債権の増減額（△は増加） 458,612 412,372

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,318 △39,008

仕入債務の増減額（△は減少） △107,390 38,439

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,735 △3,511

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 15,509 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △2,406

その他 △161,989 △55,479

小計 146,186 249,931

利息及び配当金の受取額 4,812 2,464

利息の支払額 △23,373 △4,596

法人税等の支払額 △53,145 △9,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 74,479 238,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,887 －

投資有価証券の取得による支出 △1,755 △661

投資有価証券の売却による収入 1,050 －

貸付けによる支出 △50,000 △150,000

貸付金の回収による収入 1,577 50

その他 △18,448 2,951

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,464 △147,658

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 968,000 △34,500

長期借入金の返済による支出 △1,000,046 △45,000

自己株式の取得による支出 △71 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,117 △79,500

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,102 11,606

現金及び現金同等物の期首残高 595,623 666,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 564,521 677,660

 



前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  
当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注高が大幅に減少したことにより第62期

（平成16年2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額な営業損失を計上し、ま
た、連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動キャッシュ・フローも第63期連結会計年度（平成
16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月決算）から３期連続してマイナスとなっておりました
が、システム事業の積極的な事業拡大により第65期において４期ぶりに黒字に転じることができまし
た。前連結会計年度（第66期）におきましてもプリント配線板事業において①営業体制の見直し②生産
効率の徹底した改善③不採算製品の整理④新技術を駆使した新規顧客拡大⑤最低限度の生産体制のため
の人員の削減見直し等を行い、経営方針の転換を進めてまいりましたが、これらの対策も思うように奏
功せず、当社のプリント配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増し、同セグメントにおいて
は当第１四半期連結会計期間も多額の営業損失を計上いたしました。また、システム事業においても今
後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくなっていくことが予想されることから、平成20年
７月１日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により新設会社に承継させた上で、新設会社の
全株式を㈱キョウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日開催の定時株主総会にて決定いたしま
した。 
当該会社分割及び株式譲渡に係る損失、すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したことにより

プリント配線板事業の譲渡価格が確定したことに伴い、同事業で使用している製造設備の減損損失
1,679,218千円と、本分割により新会社に承継するプリント配線板事業に関わる資産及び負債の前連結
会計年度末の簿価による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転損失引当金繰入額として
認識し、減損損失と合わせて 2,046,918千円を前連結会計年度において特別損失に計上いたしました。
また、当第１四半期末におけるプリント配線板事業に関わる資産及び負債の簿価による純資産額と譲渡
価額との差額がほぼ確定したことから、15,509千円を事業移転損失引当金繰入額に追加計上いたしまし
た。 
これにより、前連結会計年度末より債務超過となったことから企業継続性についての重要な疑義が発

生いたしておりますが、これに対しましては、当社の親会社であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグ
ループ企業との協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経営資源の集中を図り、当社を取り
巻く事業環境の変化に迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見通しであること。また、②会社
分割の承継資産対象から除外しております横浜工場を売却することにより売却益を計上する計画である
こと。などの諸施策により当連結会計年度末までの債務超過解消に邁進してまいります。 
四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影響を四半

期連結財務諸表には反映しておりません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

（単位：千円） 

（注）1. 事業区分の方法 
当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板
の製造・販売を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステ
ム事業に区分しております。 

2. 事業区分の方法 
(1)プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て 

                加工。 
(2)システム事業……電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合 

             評価・検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコン 
             サルテーション、インターネット関連等。 

3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は29,642千円であり、当社の管理

部門に係る費用であります。 

4. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、従来、棚卸資産は主

として総平均法による原価法により算定しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によ

り算定しております。 

 これにより、プリント配線板事業の営業損失は81,617千円多く計上されております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占めるシステム事業の割合が、90％超でありますの事業の種類

別セグメントの記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、90％超でありますので、所在地別セグメ

ントの記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、90％超でありますので、所在地別セグメ

ントの記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

(5) セグメント情報

 ①事業の種類別セグメント情報

プリント
配線板事業

システム事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売 上 高

（１）外部顧客に対する売上 618,748 1,657,356 2,276,105 － 2,276,105

（２）セグメント間の内部売上 
   又は振替高

－ － － － －

計 618,748 1,657,356 2,276,105 － 2,276,105

 営業利益又は営業損失（△） △306,255 289,637 △16,618 (29,642) △46,260
 

 ②所在地別セグメント情報

 ③海外売上高



  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記


